特　記　仕　様　書
１　　理事長への提出について

（１）　工事に着手したときは、直ちに別に定める様式に基づき現場代理人・主任（監理）技術者届を提出すること。

工程表については、契約締結後７日以内に作成し、提出すること。

ただし、現場代理人・主任（監理）技術者届及び工程表について、請負代金額が１００万円未満の工事にあっては、この限りでない。
（２）　請負代金額５００万円以上の工事にあっては、購入金額が１０万円以上の建設資材（別表１に示すものを除く）又は別表２に示す建設資材を購入する場合は、使用資材購入先通知書及び当該電子データを提出すること。

（３）　請負代金額１００万円以上の工事にあっては、工事の一部を第三者に請け負わせる場合は、別に定める下請業者通知書に請け負わせる下請業者の名称、所在地、工事内容、請負金額等を記載し下請契約書等の写しと併せて提出するとともに、下請業者について確認を受けるものとする。なお、記載内容に変更が生じた場合も同様に、速やかに再提出し、確認を受けるものとする。

（４）　調査基準価格を下回る価格で契約した工事で、１件当たりの一次下請契約金額が１００万円以上の下請契約を締結する工事にあっては、下請業者への支払状況について、別に定める様式により監督職員に提出すること。

提出時期は、当初工期が６か月以上（繰越を予定して発注した工事にあっては、契約図書に示す実質工期が６か月以上）の工事にあっては、「中間検査時、中間前払金の請求時、又は出来高払金の受領後３０日以内」の該当時期とするが、該当のない場合は工事完成時とする。

同様に、当初工期及び実質工期が６か月未満の工事にあっては、提出時期は工事完成時とする。

なお、調査基準価格の８５％を下回る価格で契約した工事、又は当協会が別途指示する工事については、下請業者への支払内容が確認できる書類を合わせて提出すること。

２　　ダンプトラック等による過積載の防止について

（１）　積載重量を超えて土砂等を積み込まず、また積み込ませないこと。

（２）　さし枠装着車、不表示車等に土砂等を積み込まず、また積み込ませないこと。

（３）　過積載車両、さし枠装着車、不表示車から土砂等の引き渡しを受ける等、過積載を助長することのないようにすること。

（４）　取引関係のあるダンプカー事業者が過積載を行い、又はさし枠装着車、不表示車を土砂等運搬に使用している場合は、早急に不正状態を解消する措置を講ずること。

（５）　建設発生土の処理及び骨材の購入等に当たって、下請業者及び骨材納入業者の利益を不当に害することのないようにすること。

（６）　ダンプ規制法の目的に鑑み、同法第１２条に規定する団体等の設立状況を踏まえ、同団体等への加入車の使用を促進すること。

（７）　以上のことにつき、受注者は、下請業者を十分指導すること。

３　　広島市建設工事請負契約約款の改正に伴う現場代理人の取扱いについて

広島市約款第１０条第３項の追加に伴う現場代理人の扱いについては、次の各号のいずれかに該当する場合には、同項の「現場代理人の工事現場における運営、取締り及び権限の行使に支障」がないものとして取り扱うものとする。

（１）契約締結後、現場事務所の設置、資機材の搬入又は仮設工事等が開始されるまでの期間。

（２）第２０条第１項又は第２項の規定により、工事の全部の施工を一時中止している期間。

（３）橋梁、ポンプ、ゲート、エレベーター等の工場製作を含む工事であって、工場製作のみが行われている期間。

（４）前３号に掲げる期間のほか、工事現場において作業等が行われていない期間。

（５）その他、特に発注者が認めた期間。
４　　低騒音型・低振動型建設機械の使用について

（１）　生活環境の保全と建設工事の円滑化を図るため、住居が集合している地域、病院又は学校の周辺の地域等の騒音又は振動を防止することにより、住民の生活環境を保全する必要があると認められる地域において建設工事を行う場合には、災害復旧の場合等で緊急を要するためやむを得ないと認められるときを除き、低騒音型・低振動型建設機械を使用すること。
５　　リサイクルの推進について
（１）　「広島市建設工事リサイクル推進要綱」、「建設副産物再資源化促進指針」及び「再生資材使用指針」を遵守し、資源のリサイクルを推進すること。なお、これらに「リサイクル責任者」の選任及び施工計画書への記載についても定めているので、遺漏のないようにすること。
（２）　「再生資源利用計画書」及び「再生資源利用促進計画書」の作成、提出及び保存について

ア　対象建設工事

　　　　　【再生資源利用計画書】
(ア)　請負代金額が１００万円以上の建設工事
(イ)　請負代金額が１００万円未満の工事のうち、「リサイクル法」第１０条の規定に基づく「建設業に属する事業を行う者の再生資源の利用に関する判断の基準となるべき事項を定める省令（平成３年１０月２５日建設省令第１９号）（以下「再生資源に関する建設省令」という。）」第８条に規定する建設資材を工事現場に搬入する建設工事。なお、「再生資源に関する建設省令に規定する建設資材」とは次の①から③のとおりである。
①　体積が1,000m3以上である土砂
②　重量が500t以上である砕石
③　重量が200t以上である加熱アスファルト混合物

【再生資源利用促進計画書】
(ア) 　請負代金額が１００万円以上の建設工事

(イ) 　請負代金額が１００万円未満の工事のうち、次の指定副産物を工事現場から搬出する建設工事
①　体積が1,000ｍ３以上である建設発生土

②　コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊又は建設発生木材であって、これらの重量の合計が２００トン以上であるもの

イ　「再生資源利用計画書」及び「再生資源利用促進計画書」は、工事着手前に施工計画書に含めて監督職員に提出すること。
ウ　本工事完成後、速やかに、「再生資源利用計画書」及び「再生資源利用促進計画書」の実施結果について建設副産物実態調査における「再生資源利用実施書」及び「再生資源利用促進実施書」を所定の様式により作成し、当該データをプリントアウトした調査票及び当該電子データを監督職員に提出すること。（ただし、データをエ（ア）の方法で作成した場合は、電子データを提出する必要はない。）
エ　データは次のいずれかの方法で作成すること。
(ア)　「建設副産物情報交換システムCOBRIS」（一般財団法人 日本建設情報総合センター(JACIC)がインターネット上で運営）内のCREDASデータ登録により作成（有償）
(イ)　「平成２０年度版建設リサイクルデータ統合システムCREDAS入力システム」により作成（CREDASシステムは国土交通省リサイクルホームページからダウンロード ）（無償）

ただし、ＣＤ等電子媒体でのデータ提出が省略できる「建設副産物情報交換システムCOBRIS」での作成を推奨する。

オ　「再生資源利用計画書」及び「再生資源利用促進計画書」の実施結果の記録は、本工事完成後１年間保存すること。

６　指定資材を除く再生資材の使用について
（１）　この工事の施工に際して必要となる資材について、設計図書で指定のある場合は指定された再生資材を使用すること。また、設計図書で特に指定が無い場合であっても「広島県登録リサイクル製品」及び「広島市役所グリーン購入ガイドラインの特定品目の判断基準に適合する再生資材（以下「広島市グリーン購入適合資材」という。）」のうち工事の品質及び環境安全性を確保したうえで使用可能なものがあるときは、発注者の承諾を得たうえで、その使用に努めること。ただし、この規定に基づき発注者の承諾を得たうえで再生資材を使用したとき当該部分についての設計変更は行わない。

（２）　「広島市グリーン購入適合資材」のうち購入実績を集計する品目については、所定の様式（広島市ホームページからダウンロード）により「広島市公共工事グリーン購入実績報告書」を作成して監督職員に提出すること。

（３）　再生資材を使用するよう指定したものについて、発注後、必要量が確保できない場合は、当財団と協議すること。

（４）　設計図書に、特段、再生資材使用の指定が無い場合であっても、再生資材を使用することが、所要の品質を確保したうえで可能であり、環境安全性が確保できる場合は、発注者の承諾を得たうえで、その使用に努めること。ただし、この規定に基づき発注者の承諾を得たうえで再生資材を使用したとき当該部分についての設計変更は行わない。

（５）　一般廃棄物の焼却灰溶融スラグを再生資源として用いた再生資材の使用にあたっては、広島市清掃工場から発生する溶融スラグを用いたものを使用すること。

７　　建設副産物の搬出について

（１）　工事の施工により発生する建設副産物は、下記の場所に搬入することとする。なお、指定場所等との協議等で他の受入れ場所へ搬入する必要がある場合又は、他の受入場所がない場合は、当財団と協議し決定するものとする。なお、運搬、搬入等にあたり産業廃棄物に該当する建設副産物は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」を遵守すること。

受入場所　
	建設副産物
	搬　　入　　場　　所
	備　　　考

	発生木材
	産業廃棄物処分業の中間処理の許可を有する再資源化施設
	


８　仮設物を継続して使用する場合の取扱いについて

当該仮設物の設置に起因する瑕疵責任は設置業者が負うものとし、使用に伴い生じる管理瑕疵責任は、使用する業者が負うものとする。
９　工事における創意工夫等実施状況の受注者からの提出について

受注者は、工事施工において、自ら立案実施した創意工夫や技術力に関する項目、または地域社会への貢献として評価できる項目に関する事項について、工事完了時までに所定の様式により提出することができる。

１０　工事における転落・墜落防止について

転落・墜落災害が発生する危険性の高い工事にあっては、足場等の作業床、手摺、安全帯を取り付けるための設備等を設置するなど、労働者の安全を確保するための措置を講じ、施工計画書に具体的な措置の内容を記載すること。
１１　工事写真・完成図の電子納品について

（１）本工事は、工事写真及び完成図の電子納品対象工事である。

（２）電子納品とは、工事写真及び完成図を電子データで納品することをいう。ここでいう電子データとは、「広島市電子納品の手引」(以下「手引」という。) に基づいて作成したものを指す。

（３）成果物について、「手引」に基づいて作成した電子データを電子媒体(CD-Rを原則とする)で2部、電子データを印刷した完成図・写真帳（ダイジェスト版とする。詳細は監督職員との協議による。）を1部提出すること。

（４）電子納品にあたっては、電子納品チェックシステムによるチェックを行い、エラーがないことを確認した後、ウィルス対策を実施したうえで提出すること。
１２　工事標示板への記載項目の追加について

本工事の工事標示板は、「工事費」を、別紙「工事標示板記入例」により追加記載して製作し、工事現場に設置すること。
１３　本工事で設計変更の対応を行わず、後工事を別途工事として本工事の受注者に特命随意契約により契約を締結する場合の本工事との関係について

本工事において、広島市建設工事請負契約約款第１８条第一項第１号から５号に基づく設計図書の

照査を行った結果後、設計図書どおり施工ができないことが判明し、本工事で設計変更の対応を行わ

ず、後工事を別途工事として本工事の受注者に特命随意契約により契約を締結する場合の後工事の予

定価格の算定については、本工事の落札率を適用する。

１４　配置技術者等の兼務等について

（１）本工事は主任技術者及び現場代理人の兼務を認める。

（２）兼務の制度については次表のとおりであり、他に配置されている工事と本工事が以下の条件を満たす場合に限り、兼務を認める。
なお、兼務件数は主任技術者又は現場代理人として配置されている工事（主任技術者と現場代理人を兼務している場合を含む。）を１件とした時の、最終的に配置される工事件数の合計である。
	主任技術者
	現場代理人

	工事金額(税込)
	兼務件数
	工事金額(税込)
	兼務件数

	[設計金額]
１億円以上
	兼務不可
	[設計金額]
１億円以上
	兼務不可

	[設計金額]
１億円未満
	２件以下
以下①の要件をすべて満たす工事
※広島市が兼務を認めないと判断した工事を除く
	[設計金額]
１億円未満
	２件以下
以下②の要件をすべて満たす工事
※広島市が兼務を認めないと判断した工事を除く

	[請負金額]
2,500万円未満
	３件以下
※いずれも左に示す金額の場合
	
	

	[請負金額]
500万円未満
	５件以下
※いずれも左に示す金額の場合
	
	


[留意事項]
1  当該兼務の制度は、単価契約の工事を除く。
2 ② 監理技術者については、専任義務があるため、他の工事の兼務は認められない。 
[兼務できる要件]
  ① 主任技術者

 (ｱ) 密接な関係がある公共工事(※1)で、相互の間隔（直線距離）が１０㎞以内であり、工事場所が広島市内であること。
 (ｲ) 兼務の届出にあたり、下請けの予定（下請代金等）を明らかにすること。
(ｳ) 工事現場不在時の連絡体制が確保されていること。
(ｴ) 既に契約している工事の発注者が兼務を承認し、そのことを証する書面の写しを提出できること。
② 現場代理人

(ｱ) 密接な関係がある公共工事(※1)で、相互の間隔（直線距離）が１０㎞以内であり、工事場所が広島市内であること。
 (ｲ) 工事現場不在時の連絡体制が確保されていること。
(ｳ) 監督員等の求めにより、速やかに工事現場に向かう等適切な対応ができること。
(ｴ) 既に契約している工事の発注者が兼務を承認し、そのことを証する書面の写しを提出できること。
※1　密接な関係がある工事とは、工作物に一体性又は連続性が認められる工事又は施工にあたり相互に調整を要する工事をいう。
（３）　発注者においては、主任技術者の兼務の申請があった場合は上記①の要件を、現場代理人の兼務の申請があった場合は上記②の要件を、入札参加資格の確認時にそれぞれ全て満たしているかを確認し、兼務の可否について判断を行う。

（４）　発注者は主任技術者または現場代理人の兼務について、次に掲げる事由に該当すると認めた場合、その承認を取消すものとする。

①　兼務の申請において、重要な事項において虚偽の申告をし、又は、重要な事実の申告を行わなかったことが判明した場合

②　兼務の承認後、重要な事項や重大な状況の変化について報告を行わない等、必要な報告を怠ったことが判明した場合
③　著しい状況の変化により、兼務を承認することが適当でなくなった場合
④　その他、発注者が兼務を承認することが適当でなくなった場合

（５）　虚偽の申告を行う等、不適切な申請を行った者、又は、兼務の承認後、申請内容が変更になったこと等必要な報告を怠った場合は、広島市建設工事請負契約約款に基づく是正措置の請求等、必要な措置を行うことがある。

（６）　発注者が現場代理人の兼務を承認した場合は、広島市建設工事請負契約約款第１０条第２項に規定する現場代理人の工事現場への常駐については、適用を除外する。
（平成２７年　６月現在）
別 表 １
　　　購入金額が１０万円以上であっても使用資材購入先通知書及び当該電子データの提出が不要な資材
	・セメント・生コンクリート

・再生資材（土砂・砂・砕石）

・加熱アスファルト混合物

・鋼材（鋼材二次製品は除く）

・塩化ビニル管、塩化ビニル人孔

・ヒューム管、強化プラスチック複合管

・燃料油・油脂類

・セグメント

・リース資材


別 表 ２
　　　購入金額が１０万円未満であっても使用資材購入先通知書及び当該電子データの提出が必要な資材
	・コンクリート二次製品（側溝類、境界ブロック類、桝・桝蓋、積（張）ブロック類、擁壁類、重圧管、ボックスカルバート）
・河川資材（環境保全型ブロック）

・マンホール（組立式マンホール、鋳鉄製マンホール蓋（防護蓋を含む））

・法面材（のり枠フレーム（現場吹付法枠工の型枠材））


別 表 
	（工事標示板）

市監督員に協議のうえ、次に示す工事標示板を、工事現場に設置すること。

１ 標示の内容

標示板に記載する内容については、別図－１を参考とする。
1 工事の内容

2 工事期間

3 工事種別

4 工事名

5 工事費（１０万円未満を切り捨てて表記）

6 発注者

7 施工者

２ 標示板の形状及び寸法

1 立て看板方式は、縦１４０ｃｍ以上×横１１０ｃｍ以上を標準とする。

2 標示板の材質は、鉄板を標準とする。

３ 標示板の仕様

標示板は、設置期間中、通常の使用状態で容易に汚損、破損しない材料とし所定の位置に堅固に設置するものとする。

４ 設置期間

標示板の設置期間は、現場工事に着手後速やかに設置し、工事完成後に撤去するものとする。

５ 設置場所

標示板の設置場所は、工事現場内で最も標示効果が期待でき、また、通行上支障のない場所とする。

　　　

別図－１

ご迷惑をおかけします

○○○○○○を
なおしています
平成○年○月○日まで

時間帯　8:00～17:00

工事名　○○○○道路改良工事

工事費　○○○○万円

発注者　広島市○○○区○○課

電話○○○－○○○－○○○○

施工者　○○○○建設株式会社

電話○○○－○○○－○○○○


　　　　　　　      




別紙「工事標示板記入例」
110ｃｍ以上





140ｃｍ以上





道路改良工事









